
令和５年度当初予算　主要事業要求概要（一般会計）
（単位：千円）

1 市長公室 シティプロモーション推進事業
シティプロモーション推進方針に基づき、ふるさと愛の醸成や本市の魅力を高めるシティプロモーション事業を実

施する。
19,850 13,066 6,784

2 市長公室 ふるさと納税事業
寄附による自主財源の確保とともに、市の特産品である返礼品を贈呈することで市をＰＲし、産業振興を図

る。
944,237 944,204 33

3 行政経営部 電子申請システム事業
電子申請システムを活用することで、インターネットから申請受付可能な行政手続を整備し、住民の利便性向

上を図る。
3,584 1,452 2,132

4 行政経営部 ＡＩ・ＲＰＡ事業
行政サービスのさらなる向上に繋げるため、、AIやRPA（Robotic Process Automation）などのデジタル

技術を活用し、業務の効率化を図る。
2,230 3,099 ▲ 869

5 総務部 市役所庁舎総合管理事業 市役所庁舎の総合管理委託を行う。 80,520 65,340 15,180

債務負担行為

令和4年度－令和7年度

合計241,560千円

6 総務部 収納業務委託事業
利便性のある納税環境を整備し、多様な納税機会を確保するため、コンビニ納付や電子マネー納付等に係る

業務の委託を行う。
12,121 11,766 355

7 総務部
子どもの権利擁護委員設置

事業

令和4年10月1日に施行した北本市子どもの権利に関する条例に基づき、子どもの権利擁護委員により相

談等を行う。
10,075 0 10,075

8 市民経済部
埼玉県央広域事務組合負

担事業
埼玉県央広域事務組合が実施する常備消防に係る経費を負担する。 856,594 824,655 31,939

9 市民経済部
市内のコンビニエンスストアへ

のAED設置事業
市内のコンビニエンスストアにAEDを設置する。 756 0 756

10 市民経済部
ゼロカーボンシティ実現促進

補助金事業

本市がゼロカーボンシティを表明したことに伴い、市内から排出される温室効果ガスを削減し、地球温暖化を

防止することを目的とし、市民等を対象として住宅用省エネルギー機器等の購入に際して、補助金を交付す

る。

10,000 0 10,000

11 市民経済部 廃棄物処理事業 一般廃棄物の収集運搬及び処理に係る事業を行う。 370,626 356,503 14,123

12 市民経済部
住民異動届の自動入力シス

テム事業

転入・転出事務について、本人情報等を自動で記入するシステムを導入し、書かない窓口を実現することで、

市民の窓口滞在時間の短縮により市民サービスの向上を図る。
17,886 0 17,886

13 福祉部 重層的支援体制整備事業

8050問題、ダブルケア、社会的孤立といった複雑化・複合化した課題を抱える市民に対し支援を行う。令和

５年度は、現在の福祉総合相談窓口に加え、多機関による支援方法の検討や、社会参加を支援する事業

を実施する。

6,741 749 5,992

14 福祉部 生活保護扶助事業 生活保護制度に係る扶助を行う。 1,163,270 1,172,179 ▲ 8,909

15 福祉部
自立支援給付サービス等事

業

障がい者が自ら選択した場所に居住し、又は障がい者若しくは障がい児が自立した日常生活または社会生

活を営むことができるように必要な自立支援給付を行う。
1,273,618 1,175,548 98,070

令和4年度
（当初予算額）

増減額 備考Ｎｏ 部署 事業名 事業概要
令和5年度

（要求額）
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令和4年度
（当初予算額）

増減額 備考Ｎｏ 部署 事業名 事業概要
令和5年度

（要求額）

16 福祉部 子どもの権利普及啓発事業
令和4年10月1日に施行した北本市子どもの権利に関する条例に基づき、子どもの権利に関して普及啓発

等を行う。
5,108 0 5,108

17 福祉部
第三期北本市子ども・子育て

支援事業計画策定事業

子ども・子育て支援法に基づき、令和7年度から令和11年度までの5年間の新たな子ども・子育て支援事業

計画を策定する。
1,750 0 1,750

債務負担行為

令和5年度－令和6年度

合計3,500千円

18 福祉部 新中央保育所整備事業 新中央保育所の開設に向けた設備整備及び現中央保育所の解体設計等を行う。 55,456 617,490 ▲ 562,034

19 福祉部
公立保育所完全給食導入

事業
全公立保育所へ3歳以上児の完全給食を拡大する。 4,708 0 4,708

20 健康推進部 産後ケア事業
産後ケアを必要とする出産後１年を経過しない女子及び乳児を対象に、産後ケア事業ガイドラインに基づき、

現在実施している直営のデイサービス型に加え、医療機関への委託により宿泊型事業を実施する。
3,442 636 2,806

21 健康推進部
高齢者の保健事業と介護予

防等の一体的な実施事業

後期高齢者一人ひとりが健康で自立した生活が送れるよう、高齢者の保健事業と介護予防事業等を一体

的に実施し、健康課題のある方に個別支援等を行う。
10,078 10,200 ▲ 122

22 健康推進部
特別会計繰出事業（介護

保険特別会計）

介護保険事業を推進するため、介護保険特別会計へ繰出金（法的負担経費及び法的負担経費に該当

しない財源補填分）を支出する。
906,947 867,476 39,471

23 健康推進部
特別会計繰出事業（国民

健康保険特別会計）
国民健康保険事業を推進するため、国民健康保険特別会計へ繰出金を支出する。 392,922 411,648 ▲ 18,726

24 健康推進部
特別会計繰出事業（後期

高齢者医療特別会計）
後期高齢者医療事業を推進するため、後期高齢者医療特別会計へ繰出金を支出する。 185,856 181,174 4,682

25 都市整備部
空き家発生予防リフォーム補

助金交付事業

既存住宅の継続的な活用を促進し、空き家の発生を抑制するとともに、地域経済の活性化と雇用の創出を

図るため、市内業者を利用して住宅リフォーム工事を行うものに対して、一部補助を行う。
6,000 6,000 0

26 都市整備部

特別会計繰出事業（久保

特定土地区画整理事業特

別会計）

久保特定土地区画整理事業を推進するため、久保特定土地区画整理事業特別会計へ繰出金を支出す

る。
306,297 271,198 35,099

27 都市整備部
公共下水道事業会計負担

及び補助事業

公共下水道事業を推進するため、公共下水道事業会計（公営企業会計）へ負担金（繰出基準に基づく

経費）及び補助金（財源補てん分）を支出する。
386,797 350,565 36,232

28 教育部
事故発生リスクAI予測サービ

ス導入事業

児童生徒の登下校時の更なる安全対策を講じるため、事故発生リスクAI予測サービスを導入し、通学路の

点検や見直し等に活用する。
330 0 330

29 教育部
（仮称）市民活動交流セン

ター整備事業

旧栄小学校を有効活用し、生涯学習をはじめとした様々な機能を複合化した（仮称）市民活動交流セン

ターとして整備するため、建築工事等を行う。
434,990 14,048 420,942

2／2


